
その他

9人

0人

9人

H29.3.31退職者

計

14人

9人

30人 7人 17人 5人 59人 44人

28人 3人 15人 1人 47人 35人1人

H28.4.1採用者
新規採用 任期付 再任用 派遣受入等 計

　みよし市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年三好町条例第３号）第６条の規定に
基づき、平成28年度におけるみよし市の人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表する。

平成30年３月13日

みよし市長　小野田　賢　治

　　　平成28年度におけるみよし市の人事行政の運営等の状況について

１　職員の任免及び職員数に関する状況

　(1)　平成28年度における職員の任免の状況

区分

任命権者 定年 任期満了

5人 2人

派遣受入満了

市長事務部局等 12人 13人

教育委員会 2人2人

18人 3人

　(2)　職員数（平成28年４月１日現在）

4人 2人 4人 12人

区分
職員定数 職員数

任命権者

計

　みよし市においては、業績、執務態度、能力を評価し、昇格、昇給等の人事管理及び勤勉手
当の成績率の決定等の基礎資料にしている。

市長事務部局等 466人 462人

教育委員会 60人 55人

制度の概要

　業績、態度、能力の３つの領域で評価を行い、この評価を総合して最終評価
を決定する。最終評価はＳからＤまでの５段階で評価する。

Ｓ　極めて良好である　　Ａ　特に良好である　　Ｂ　良好である

Ｃ　やや良好でない　　Ｄ　良好でない

　客観的で公正な評価を行い、評価の信頼度を向上させるため、複数の評価者
で評価する。

計 526人 517人

（注）職員数は一般職に属する職員数（任期付、派遣受入職員を含む）であり、地方公務員の身分
を保有する休職者、再任用、派遣職員、臨時又は非常勤職員を除いてあります。

２　職員の人事評価の状況

評価区分 管理職、監督職、一般職

対象者
全職員。ただし、非常勤職員、派遣受入れ職員、休職、病気休暇等により公平
な評定が実施困難な職員は除く。

評価期間 平成28年４月１日から平成29年３月31日まで

基準日 平成29年１月１日

評価結果の反映

　決定した評語に応じて次のように昇給及び給与に反映している。

１　平成28年４月１日の昇給号給数

勤務成績 55歳以下 56歳以上

Ｓ　極めて良好である ８ ４

Ａ　特に良好である ６ ３

Ｂ　良好である ４(管理職は３) ２

Ｃ　やや良好でない ２ １

Ｄ　良好でない ０ ０

２　勤勉手当
　評語に応じ、平成28年度支給の勤勉手当の標準の成績率に管理職員は20％から
△20％まで(監督職員は10％から△10％まで、監督職員以外の職員は２％から△
２％まで)を乗じる。

（内訳）市長部局等；３５６人、教育委員会；５２人
実施者数

４０８人



普通会計部門 公営企業等会計部門

（注）職員数は平成28年４月１日現在の教育長を除く職員数であり、職員手当には退職手当は含ま
れていない。

３　職員の給与の状況

(1)　人件費の状況（平成28年度普通会計決算）

住民基本台帳人口
歳出額　Ａ 実質収支 人件費　Ｂ

人件費率
Ｂ／Ａ平成29年１月１日

60,761人 25,349,169千円 2,184,134千円 3,382,913千円 13.4%

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。

職員数　Ａ
給与費 1人当たり

給料費 Ｂ／Ａ給料 期末･勤勉手当以外の職員手当 期末･勤勉手当 計　Ｂ

区分 初任給
採用２年経過

給料額

行政職員
大学卒 183,300円 196,000円

高校卒 149,000円 160,200円

（注）採用試験に合格し、学校卒業後直ちに採用された者の初任給（その年度に給与改定があった
場合は、改定後の金額）と、その者が勤務成績が良好と仮定した場合に２年後に受けることとなる
給料額について掲げたものである。

(4)　行政職員の経験年数別平均給料（平成28年４月１日現在）

区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

大学卒 252,917円 353,820円 380,200円 398,680円

(5)　一般行政職の級別職員数の状況（平成28年４月１日現在）

区分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

標準的な
職務内容

部長 次長
課長
主幹

副主幹
主任
主査

主査
主事
技師

主事･技師
主事補･技
師補

職員数 13人 15人 32人 45人 38人 32人 36人 55人 266人

構成比 4.9% 5.6% 12.0% 16.9% 14.3%

その他

12.0% 13.5% 20.7% 100.0%

(6)　職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（平成28年４月１日現在）

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

22人

行政職員 314,802円 452,222円 40.8歳

(7)　部門別職員数（平成28年４月１日現在）

区分 合計
一般行政 教育 病院 下水道

職員数 522人 314人 53人 124人 9人

(8)　職員手当の状況（平成28年４月１日現在）

期末 勤勉

期末･勤勉
手当

職務 右記以外の職員 管理職員 右記以外の職員 管理職員

６月期 1.225月分 1.025月分 0.798月分 0.980月分

12月期 1.375月分 1.175月分 0.798月分 0.980月分

計 2.600月分 2.200月分 1.596月分 1.960月分

※職制上の段階、職務の級等による加算措置　有

(3)　職員の初任給の状況（平成28年４月１日現在）

367人 1,331,573千円 445,295千円 546,584千円 2,323,452千円 6,331千円

(2)　職員給与費の状況（平成28年度平成28年度普通会計決算）



※定年前の早期退職特例措置（２～45％加算）あり

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度

20.445月分

41.325月分

49.590月分

25.55625月分

地域手当

支給対象地域

支給率

支給対象職員数

退職手当

区分

病院事業以外 18.5% 591円

10.0%

536人

平成28年中の一人平均支給額 1,340千円

一人当たり平均支給月額

24,686千円

支給額の多い手当 医療手当、夜間看護等手当
多くの職員に支給されている手当 税務手当

病院事業 64.0% 44,492円

計 28.7% 22,541円

時間外
勤務手当

支給総額 職員一人当たり支給月額

235,767千円 548千円

特殊勤務
手当

区分
職員全体に占める手当

支給職員の割合

手当の種類 11手当

区分 内容 支給総額

扶養手当
配偶者　13,000円、配偶者以外　6,500円、

45,809千円
16歳から22歳までの子　1人につき5,000円加算

住居手当
借家･借間居住者　12,000円を超える家賃の額に応
じて最高27,000円まで支給

24,108千円

通勤手当

交通機関利用者 運賃相当額の範囲内 最高55,000円

26,520千円自動車等使用者 自動車等の使用距離に応じて最高
21,500円

(9)　特別職の報酬等の状況（平成28年４月１日現在）

区分 報酬等の月額 期末手当

市長 923,000円 ６月期 1.500月分

副市長 761,000円 12月期 1.650月分

議長 496,000円 計 3.150月分

副議長 425,000円

常任・特別委員長 387,000円

議員 375,000円

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)　勤務時間の状況（変則勤務職場等を除く一般的な職場）（平成28年４月１日現在）

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

７時間45分 ８時30分 17時15分 12時から13時まで

115,498円 29,159円

15.0%

4人

自己都合 定年・早期

34.58250月分

42,887円

みよし市(医
療職給料表
(1)適用職員)

みよし市 名古屋市

16.0%

13人

29.145月分

49.59000月分

49.59000月分

5,023円

みよし市、名古屋市以外
（東郷町、岩手県釜石
市、宮城県女川市）

10.0%

4人

39,892円

職員一人当たり支給月額

19,986円

22,077円

支給対象職員一人
当たり平均支給月額



５日（要介護者が2人
の場合は10日）

５日

育児短時間勤務をした職員数 0人 0人 0人 0人 0人

必要と認め
られる期間

産前休暇
予定日前８週間（多
胎妊娠の場合は14週
間）

１日１時間
以内

1日2回それぞ
れ30分以内

産後休暇 ８週間

妻が出産し
た場合の育

５日 子の看護

(2)　休暇の種類（平成28年４月１日現在）

区分 付与日数 区分 付与日数 区分 付与日数

年休 20日

忌引 １～７日

骨髄移植
必要と認め
られる期間

ボランティ
ア

公民権行使
必要と認め
られる期間

５日

妊娠中の通
勤緩和

夏季休暇 ５日

付与日数 区分

妊産中又は出
産後の保健指
導

１日

交通遮断･退
勤途上の危険
回避

(短期)介護
休暇

保育時間

結婚 ５日

住居滅失 ７日

妻の出産 ２日

病気休暇
必要と認め
られる期間

(長期)介護
休暇

６か月の期
間内

生理 ２日

証人等出頭
必要と認め
られる期間

父母の追悼
行事

１日

５　職員の休業に関する状況（平成28年度中に新たに休業を取得した職員数）

区分
市長部局等 教育委員会 計

男性 女性 男性 女性 男性 女性

育児休業取得者数 0人 6人 0人 0人 0人 6人

0人 0人

部分休業取得者数 0人 10人 0人 0人 0人

0人

0人 0人 0人 0人

10人

自己啓発等休業取得者数 0人 0人 0人 0人

0人

計 0人 16人 0人 0人 0人 16人

配偶者同行休業取得者数 0人

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)　職員の分限処分の状況（平成28年度）

　ア　休職の状況

理由 心身の故障の
ため、長期の
休養を要する
場合

刑事事件に関
し起訴された
場合

学術に関する
事項の調査、
研究又は指導
に従事する場
合

外国の政府等の
招きにより、こ
れらの機関の業
務に従事する場
合

災害により、
生死不明又は
所在不明と
なった場合

合計

区分

市長事務部局等 0人 0人 0人 0人

教育委員会 4人 0人 0人 0人 0人 4人

4人 0人 0人 0人 0人

0人 0人

4人

　イ　職員の意に反する降任・免職の状況

理由
勤務実績が良
くない場合

心身の故障の
ため職務遂行
に支障がある

場合

職に必要な適
格性を欠く場

合

廃職又は過員
を生じた場合 合計

処分内容

計

降
任

市長事務部局等 0人 0人 0人 0人

計 0人 0人 0人

0人

教育委員会 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人

免
職

市長事務部局等 0人 0人 0人 0人 0人

教育委員会 0人 0人 0人 0人 0人

計 0人 0人 0人 0人 0人



1人 0人

再就職届出者数
再就職先の状況

(2)　再就職先の状況（平成28年度）

市関係団体 その他

1人 3人 22人

退職後の状況

再就職届出者数 再任用 その他

(2)　職員の懲戒処分の状況（平成28年度）

処分の種類
免職 停職 減給 戒告 合計

処分事由

市
長
部
局
等

給与･任用に関する不正関係 0人 0人 0人 0人

一般非行関係（傷害、暴行等） 0人 0人 0人

0人
一般服務違反関係（職務専念義務違反、職務命令違反等） 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人

収賄等関係（収賄、横領等） 0人 0人 0人 0人 0人

道路交通法違反関係 0人 0人 0人 0人 0人

監督責任関係 0人 0人 0人 0人 0人

小計 0人 0人 0人 0人 0人

教
育
委
員
会

給与･任用に関する不正関係 0人 0人 0人 0人

一般非行関係（傷害、暴行等） 0人 0人 0人

0人
一般服務違反関係（職務専念義務違反、職務命令違反等） 0人 0人 0人 0人 0人

0人 0人

収賄等関係（収賄、横領等） 0人 0人 0人 0人 0人

道路交通法違反関係 0人 0人 0人 0人 0人

監督責任関係 0人 0人 0人 0人 0人

小計 0人 0人 0人 0人 0人

合計 0人 0人 0人 0人 0人

７　職員の服務の状況

(1)　服務制度に関する研修等の実施状況

　地方公務員法に定められた地方公共団体の職員としての義務を周知徹底するため、新規採用
職員研修や階層別研修等において、服務制度に係る研修を実施した。
　また、随時通知文書により、服務規律の徹底を図った。

(2)　セクシュアル・ハラスメント対策

　市において、セクシュアル・ハラスメント防止要綱等を定め、人事課に相談窓口を設置して
職場におけるセクシュアル・ハラスメントの防止等に努めた。

(3)　営利企業等への従事許可の状況（平成28年度）

区分 市長事務部局等 教育委員会

①　営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他
の団体の役員等を兼ねるもの

0人 0人

②　自ら営利を目的とする私企業を営むもの 0人 0人

③　①②を除き報酬を得て事業若しくは事務に従事するもの 23人 5人

計 23人 5人

８　職員の退職管理の状況

(1)　職員の退職後の状況（平成28年度）

課長級以上の退職者数

13人

1人



９　職員の研修の状況

(1)　研修の概要（平成28年度）

みよし市では、各種研修に積極的に参加し、職員の意識改革・能力開発に努めた。

種別 内容 コース 人

一般研修 階層別研修･管理職研修･体験研修 22コース 391人

特別研修 専門研修･教養研修･視察研修･普通救命講習会 22コース 352人

派遣研修
自治大学校･市町村アカデミー･民間等団体主催研修･実務研修生
派遣研修

34コース 41人

自主啓発 自己啓発支援助成 1コース 2人

計 79コース 786人

10　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)　共済組合負担金（平成28年度）

執行額 一人当たりの負担額

637,040,973円 1,225,079円

(2)　職員互助会（平成28年度）

掛金 市費補助金額（交付決定額） 会員数

6,193,278円 6,193,278円 597人

(3)　安全衛生管理（平成28年度）

　ア　職員健康診断

項目
健診の種類

一般健診 割合 人間ドック 割合

受診者 147人 100.0% 222人 100.0%

要治療又は精密検査 67人 45.6% 128人 57.7%

　うちＤ１（治療を要する者） 24人 16.3% 39人 17.6%

　うちＤ２（精密検査が必要な者） 43人 29.3% 89人 40.1%

(注）同一職員にＤ１とＤ２があればＤ１の人数に加算した。また、出産等により実施できない場合
の減数があり、実際の職員数とは異なる。

　イ　職員の病類別死亡状況

病類別
人数

割合
市長事務部局等 教育委員会

感染症及び寄生虫症 0人 0人 0.0%

新生物 0人 0人 0.0%
血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障がい 0人 0人 0.0%

内分泌、栄養及び代謝疾患 0人 0人 0.0%

精神及び行動の障がい 0人 0人 0.0%

神経系及び感覚器の疾患 0人 0人 0.0%

循環器系の疾患 0人 0人 0.0%

呼吸器系の疾患 0人 0人 0.0%

消化器系の疾患 0人 0人 0.0%

皮膚及び皮下組織の疾患 0人 0人 0.0%

筋骨格系及び結合組織の疾患 0人 0人 0.0%

尿路性器系の疾患 0人 0人 0.0%

妊婦分娩及び産じょく 0人 0人 0.0%

その他 0人 0人 0.0%

計 0人 0人 0.0%



(4)　職員の災害補償（平成28年度）

　ア　公務災害認定件数

項目

負傷 疾病

合計自己職
務遂行
中

出張中 その他 計

公務上
の負傷
に起因
する疾
病

職業病

その他
公務起
因性の
明らか
な疾病

計

市長事務部局等 2件 0件 0件 2件 0件 0件 0件 0件 2件

教育委員会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

計 2件 0件 0件 2件 0件 0件 0件 0件 2件

　イ　通勤災害認定件数

区分 出勤途上 退勤途上 合計

市長事務部局等 0件 0件 0件

教育委員会 0件 0件 0件

　ウ　負担金等執行額

区分 決算額

公務災害補償基金 4,027,799円

11　勤務条件に関する措置の要求の状況（平成28年度）

区分

取扱件数 終了件数
次年度へ
繰越前年度繰越 新規 合計 却下

(不受理含む)
取下げ 打切り 判定 合計

件数 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

12　不利益処分に関する不服申立ての状況（平成28年度）

区分

取扱件数 終了件数
次年度へ
繰越前年度繰越 新規 合計 打切り 判定 合計

件数 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件

却下
(不受理含む)

取下げ


